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新年、明けましておめでとうございます。
今年も「⽇本株ファンドマネージャーの視点」を宜しくお願いします。

上の表を⾒て明らかなのは、２０１３年に⼤きく上昇した業種（情報・通信、証券、海運など）は２０１４年はあまり順位
が振るわず、逆に２０１３年にあまり上昇しなかった業種（空運、化学、⽔産・農林など）が２０１４年の上昇率上位を占
めているのがわかります。こうして⾒るとやはり２年連続で株価が⼤きく上昇するのは難しそうです。素直に考えると、今
年は２０１４年の不振業種の不動産、証券、パルプ・紙などが⼤きく上昇しそうですが、私はその中から不動産業に注⽬し
たいと思います。

不動産は最近の円安傾向により海外から⾒ても魅⼒がますます⾼まってきています。昨年の１２⽉の中国の復星地産による
品川の「品川シーサイドパークタワー」取得の報道があるなど、今後も円安でかなり割安となった⽇本の不動産は外国⼈に
⼤いに注⽬されることになるでしょう。２０１４年は三井不動産の⼤型ファイナンスによる需給悪化と、⽇銀の量的緩和に
よる買い⼊れでJ-REITの⽅が利回りの魅⼒もあって⼤きく⼈気化し、残念ながら不動産株は蚊帳の外でした。しかし、オ
フィス空室率の改善と賃料の上昇という中⻑期の回復ストーリーは継続しており、今年は再度注⽬されてもいいと思います。

また、今年は⼩売業にも注⽬したいと思います。２０１３年の上昇率の順位は１４位、２０１４年は１５位とメリハリのな
い順位ですが今年はなんといっても消費増税というノイズがありません。そして何よりもインバウンド需要の更なる拡⼤や、
春先以降は賃上げ浸透による個⼈消費の回復も期待できます。価格転嫁がしやすい業種でもあり、株価は⼀度好循環に⼊る
と継続する傾向があります。

偶然、２つの業種共に内需の業種になってしまいましたが、今年は不動産、⼩売を⼤きく上昇する業種として取り上げたい
と思います。

今年も皆様にとって良い年になるよう願っております。
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今年⼤きく上昇する銘柄（業種）
⽇本株ファンドマネージャーの視点

株式運⽤部
⼩出 修

※このレポートでは、⽇本株ファンドマネージャーが注⽬しているトピックなどを毎週お届けします。
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◆東証３３業種の騰落率と順位

2014年 2013年 2014年 2013年
業種 順位 騰落率 順位 騰落率 業種 順位 騰落率 順位 騰落率
空運 1 39.68% 29 28.93% 80.08% 倉庫・運輸 18 6.13% 24 39.57% 48.13%
化学 2 25.06% 22 40.53% 75.75% その他製品 19 5.94% 7 58.64% 68.06%
⽔産・農林 3 23.81% 31 25.46% 55.33% 保険 20 5.63% 18 49.92% 58.36%
繊維製品 4 20.76% 28 32.56% 60.07% ガラス・⼟⽯ 21 2.52% 16 52.01% 55.84%
電気機器 5 20.15% 15 52.55% 83.29% ⾮鉄⾦属 22 0.03% 19 46.59% 46.63%
陸運 6 20.07% 26 36.87% 64.34% 鉱業 23 -1.79% 33 20.75% 18.59%
精密 7 19.39% 21 43.10% 70.84% ⾦属製品 24 -2.02% 13 54.26% 51.15%
⾷品 8 15.92% 23 39.90% 62.17% 鉄鋼 25 -2.56% 8 58.31% 54.26%
建設 9 15.35% 20 45.28% 67.58% 情報・通信 26 -2.63% 1 89.52% 84.54%
医薬品 10 13.84% 25 38.86% 58.08% 銀⾏ 27 -3.90% 17 50.08% 44.23%
サービス 11 13.62% 10 56.30% 77.58% 海運 28 -4.92% 3 81.00% 72.10%
輸送⽤機器 12 11.26% 11 56.14% 73.72% ⽯油・⽯炭 29 -7.72% 32 21.58% 12.19%
機械 13 10.46% 12 54.85% 71.05% その他⾦融 30 -12.08% 6 68.10% 47.79%
ゴム製品 14 10.10% 4 73.43% 90.95% パルプ・紙 31 -13.10% 9 56.74% 36.21%
⼩売 15 6.49% 14 52.71% 62.62% 証券 32 -14.06% 2 87.10% 60.79%
電気・ガス 16 6.39% 27 36.68% 45.41% 不動産 33 -15.69% 5 70.77% 43.97%
卸売 17 6.16% 30 27.83% 35.71%

2013年からの
累積騰落率

2013年からの
累積騰落率


